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企画財政部 行政経営課

新たな行革のステージへ

～令和３年度以降のさらなる行革～
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行革プラン策定時の背景（平成３１年３月）

【今後の人口推計】

【財源調整基金残高（市の貯金）の推移】

【一般会計 市債残高の推移】

【将来財政推計】
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５年間で
106億円の減少
（H26→H30）

（平成３０年度作成）
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年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

少子高齢化がますます加速

（単位：億円）
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10年間で
591億円の増加

（単位：億円）

※前年度歳計剰余金積立後

毎年度30億円
以上の財源不足

（単位：人）

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html


現在の状況…財政状況は“さらに悪化”

【直近１０年間の財源調整基金残高の推移】

【直近１０年間の市債残高（一般会計）の推移】

【将来財政推計】
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261 億円

251 
242 

195 

155 
134 億円

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

※前年度歳計剰余金積立後

直近6年間で
127億円の減少
（さらに減少）

（令和元年度作成）

1,116 億円

1,158 1,208 1,266 
1,379 

1,490 
1,598 

1,725 1,801 

1,860 億円

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

10年間で
744億円の増加
（さらに増加）

（単位：億円）

（単位：億円）

【直近１０年間の人口の推移】

83,710 84,420 84,383 84,573 84,884 84,767 84,273 84,129 83,511 83,081 人

409,313 409,206 405,868 400,936 399,638 398,422 398,342 400,009 402,206 

404,270 人

116,964 119,468 124,132 130,367 135,867 141,207 145,201 148,203 150,822 152,661 人

609,987 613,094 614,383 615,876 620,389 624,396 627,816 632,341 636,539 640,012 人

19.2 19.5 
20.2 

21.2 
21.9 

22.6 
23.1 23.4 23.7 23.9 ％

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

年少人口 生産年齢人口 老年人口 高齢化率

少子高齢化が進行

（単位：人）

毎年度40億円
以上の財源不足
（さらに増加）
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令和３年度当初予算案の概要

令和３年度予算の編成に当たっては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を見据え、
市税等の大幅な減収が見込まれる中でも、市民の安全・安心を守ることを最優先に考慮。

 一般会計の予算規模は、2,121億7,000万円【前年度比：4億8,500万円（0.2％）増】

※ 新型コロナウイルス感染症の影響がない場合の予算規模は、約2,029億円【実質4.1％減】

 新型コロナウイルス感染症の影響額は、92億7,000万円（うち一般財源4億6,000万円）

 税収等の大幅な減少【前年度比：42億8,100万円（4.2％）減】

※ 普通交付税・臨時財政対策債・地方特例交付金などによる財源不足への地方財政措置あり

 普通建設事業の抑制【前年度比：98億2,000万円（54.3％）減】

※ 普通建設事業の額は、昭和50年度並み
・昭和50年度決算：普通建設事業 94億6,000万円（構成比：歳出全体の28.4％）
・令和03年度予算：普通建設事業 82億7,000万円（構成比：歳出全体の03.9％）

 財源調整基金からの繰入金35億円【今後の取崩可能額：36億7,951万円】

 経常収支比率は、102.0％（臨財債等を含めない場合は、109.4％）で財政が硬直化

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

比率

当初
予算

100.7 98.4 98.0 97.5 98.8 96.9 98.9 97.9 99.8 99.5 101.0 102.0

(107.1) (104.4) (103.9) (103.2) (104.5) (101.5) (103.2) (103.4) (104.8) (104.2) (105.6) (109.4)

決算
91.8 91.9 92.6 92.4 93.7 92.7 96.6 94.4 96.0 96.1 - -

(97.3) (97.4) (98.0) (96.3) (99.0) (97.1) (101.0) (99.3) (101.3) (100.7) - -

※ 経常収支比率＝ 「経常経費充当一般財源÷ （経常一般財源＋ 臨時財政対策債）× 100」（当初予算は一般会計ベース、決算は普通会計ベース）
※ （ ）書きは、減税補塡債・臨時財政対策債・減収補塡債（特例分）を経常一般財源に含めないで計算した場合の値
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このままの財政運営を続けていくと…
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少子高齢化の
進行

市債残高が
増加

毎年度
多額の財源不足

税収等の
大幅な減少

財源調整基金が
減少

このままの財政運営を続けていくと
船橋市は今後どうなってしまうのか？

財源調整基金の枯渇 経常収支比率の悪化

これまでどおりの予算編成が困難

現状の市民サービスの維持が困難に

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響による

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html
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“さらなる行革”

新たな行革のステージへ
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財政分析の実施

【（例）普通交付税ベースの比較】

【国】“標準財政規模”1,159億円（普通交付税）

臨財債
振替前
需要額

基準財政需要額 866億円
(地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービスを実施するために必要とされる財政需要の額)

臨財債
55億円

普通交付税
38億円

基準財政収入額 828億円

(標準税率・標準徴収率で徴収しうる地方税等の収入額の75％の額)

留保財源
238億円

【市】“一般財源”1,342億円（一般会計 令和元年度当初予算）

55億円 38億円 828億円 238億円 107億円
都市計画税

76億円

※都市計画税は、都市計画事業（街路事業、下水道事業、市街地再開発事業、都市計画事業に係る公債費）に充当される

差額
183億円

計
345億円

さらなる行革の具体的な取組に当たっては、普通交付税の分析や他市状況の比
較を行うなど、様々な視点で財政分析を行った上で、事業規模や人員配置、施設
の状況等の課題を抽出し、見直しに着手すべき内容を洗い出します。

（国）普通交付税と
（市）予算の一般財源の

内容を比較・検証
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まずは、財政分析により見直すべき課題を抽出
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今後の取組

３つの取組項目

項目 概要

１ 組織の最適化・
人件費の抑制

 限られた人材を効率的に運用するため、業務執行体制の見直しを行い、
組織の最適化を図る。

２ 事業の検証と
見直し

 限られた財源を効率的に運用するため、時代の変化・利用状況の増減・
トータルコスト等を踏まえ、事業の検証・見直しを行い、事業の最適化
を図る。

３ 公共施設の
最適化

 限られた資産を効率的に運用するため、ファシリティマネジメントを推
進し、建築物のライフサイクルコストの縮減、財政負担の平準化を図る。

 保全事業を含めた大規模事業の優先順位を行い、計画的に事業を実施。

財政分析を踏まえて…

① 可能な限り財源調整基金の取崩しに頼らない当初予算の編成を目指します。
② 市債発行の抑制による計画的な市債残高の減少を目指します。
③ 経常経費を徹底して見直します。

8
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1．組織の最適化・人件費の抑制

9

 これまで行ってきた「類似業務の集約化」や「細分化している組織・業務の見直し」など
に加え、他自治体に比べ人材（人件費）が多く投入されている業務・組織を洗い出した上
で、業務の執行体制を見直し、総人件費の抑制を図ります。

【従来】

●類似業務の集約化 ●細分化している組織・業務の見直し

【新たな取組】

他自治体に比べ人材（人件費）が多く投入されている業務・組織を洗い出し、業務の執行体制を
見直します。

上記に加え

集約化

他自治体 船橋市Ａ業務

Ｂ係 4名

Ａ係 4名

Ａ係 5名

削減分

業務委託や会計年度
任用職員を効率よく
活用し総経費を抑制
している

職員課
給与厚生事務

教育総務課
給与厚生事務

削減分

職員課
給与厚生事務

見直し

Ｃ係 4名 Ｂ係 5名

委託化や会計年度任用
職員が行える業務まで
常勤職員が担うなど、
効率が悪く経費が多く
掛かっている

≪比較イメージ≫

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html


【今後の事業の検証と見直し】

２．事業の検証と見直し

 単独事業のトータルコスト（事業費・人件費・維持費）を踏まえ、財政分析（普通交付税
の分析・他市状況の比較など）により課題を抽出した上で、見直しの検証を行います。

 特に、長年にわたって実施している単独事業を重点的に検証します。

【これまでの検証対象事業の抽出プロセス】

【平成29年度】405事業（約210億円）を抽出

• 国や県の補助基準を超えて、補助の上乗せ・横出し
を行っているもの

• 市単独の財源で行っているもの

【平成30年度】235事業（約170億円）を抽出

• 執行率が50％未満の事業
• 団体に対する補助事業
• 不特定多数を対象としたイベントに関する事業
• その他事業費が1,000万円以上の事業

【令和元年度・２年度】63事業（約40億円）を抽出

• 行革プランにおける検証対象事業として位置付け

事業費が多い事業を中心に
見直しを検討

10

上乗せ・横出し

内容は適切か

他市状況
の比較

普通交付税
の分析

見直すべき課題を抽出

トータルコスト
（事業費・人件費・維持費）

代替制度の有無

他の制度により
代替が可能か

役割が変化

他の主体でも
供給が可能か

対象者が減少

対象者が限定的で、当初の
目的や効果が薄れていないか

対象者が増加

事業費の増加が見込まれ、持続
可能な事業とする必要がないか

（様々な視点で見直しを検討）

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html


３．公共施設の最適化

 公共施設等総合管理計画・施設類型別方針・保全計画等の個別施設計画に基づき、建築
物の長寿命化を実施するとともに、時代の変化に対応してサービスを見直し、将来的に
は施設の複合化を図るなど、施設総量の最適化を図ります。

 財政負担の平準化を図るため、保全事業を含めた大規模事業の優先順位付けを行い、
計画的に事業を実施します。

 ライフサイクルコストの縮減を図るため、目標使用年数の見直しや包括管理委託を検討
します。

①施設管理の見直し

○ 適切な保全・維持管理
○ 施設の長寿命化

従来型（保全）

○ サービスの見直し
○ 統廃合（集約化）
○ 複合化・転用
○ 民間建物の活用

未来型（最適化）

６５年 ８０年

今後の財政負担を考え、建替等
の経費の平準化を図るため、適切
な維持管理がなされ、かつ構造躯
体の健全性が確認できたものは、
目標使用年数を８０年まで延長す
ることを検討します。

≪建築物の目標使用年数≫

包括管理
委託

≪包括管理委託のイメージ≫

民間活力を活用し、スケールメ
リットを活かした管理方法（包括
管理委託）を導入することで、管
理コスト軽減を図るとともに、契
約等の事務負担の軽減が図れない
か検討します。

②ライフサイクルコストの縮減

保
全
基
金
の
設
置
検
討

警備委託

警備委託 警備委託
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さらなる行革の取組に当たって

12

“さらなる行革”の２つの基本方針

１．行政の経営資源を「最適化」する
◆財源（カネ）、人材（ヒト）、施設（ハコ）などの限られた経営資源を効果的に運用します

◆徹底的な無駄の排除による効率化を図ります

（組織や職員配置の見直し、学校の余裕教室の活用や公共施設の複合化など施設の有効活用を行うことが、
市民の皆さんに納めていただく税金を、新たな市民ニーズの財源として適切に活用していくことに繋がります。）

財政の危機的状況を脱却し

市民サービスの維持・向上

実効性の高い持続可能な行財政運営

を目指す

２．「時代の変化」をとらえる
◆時代の変化を的確にとらえ、事業や仕事のこれまでのやり方や考え方を変えていきます
（事業開始時の背景や行政サービスの水準が現状に適したものであるかを常に確認します）

◆多様化する市民ニーズ、高齢化のさらなる進行などの社会情勢の変化に対応します

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html


行革プランの継続的な取組

～ 行革プランの継続事項の取組 ～
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○ 行革プランの６つの柱のうち、以下の継続事項となった内容については、引き続き、具体
的な取組の検討を進めます。

項目 継続事項

1 民間活力の積極的活用 指定管理者制度導入の推進
市民文化ホール、市民文化創造館（きららホール）、霊園・霊堂（各

霊堂を含む）、子育て支援センター、児童ホーム、公民館

ごみ収集業務の委託化の推進

2 事業の精査と見直し 市単独事業の見直し
保育所建物賃借料補助金、有価物・資源ごみ回収費

3 受益者負担（使用料等）
の見直し

使用料等の定期的な見直し
公共施設の使用料、国民健康保険料、下水道使用料

4 安定的な財政運営のため
の歳入確保

市税徴収率の向上
未利用地の売却等

https://www.city.funabashi.lg.jp/index.html


新たな行革のステージへ

平成15年～
◆財政健全化プラン

平成18年～
◆財政健全化プラン

（改訂版）

平成21年～
◆補助金の見直し

令和元年～

◆行財政改革推進
プラン

令和3年～

◆さらなる行革

令和4年～

◆新たな行革の

ステージへ

～ 新たな行革のステージへ移行 ～

「行財政改革」から
「行政の効率的・効果的運営
（行政経営）」へ

○ 「第３次総合計画」の策定を見据えて、中・長期的な視点により見直しと評価を実施でき
る仕組みを構築し、新たな行革のステージへ移行する予定。

これまでに実施してきた
行財政改革の結果や課題

を踏まえて…

14

第３次総合計画
（策定予定）
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令和３年度以降の実施体制

令和4年度～
（2022年度～）

令和元年度・2年度
（2019年度・2020年度）

行財政改革推進プラン（行革プラン）

①業務改善による事務執行の効率化

②民間活力の積極的活用

③事業の精査と見直し

④普通建設事業の精査・見直しと
公共施設マネジメント

⑤受益者負担（使用料等）の見直し

⑥安定的な財政運営のための歳入確保

行
革
プ
ラ
ン
に
お
け
る
６
つ
の
柱

第3次総合計画

基本構想

実施計画

基本計画

令和3年度
（2021年度）

さらなる行革

（第２次）総合計画

めざすまちの姿の
実現

行財政改革

第３次総合計画

関
係
性
を
整
理
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連動
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【参考】財政状況など

新たな行革のステージへ
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【参考①】財政状況（歳出）

360 億円 363 350 332 344 350 356 358 358 360 億円

226 億円
243 253 256 

286 315 307 316 317 330 億円

400 億円

429 439 446 
480 

491 532 536 546 
578 億円

134 億円

227 225 254 

304 
329 

306 305 274 
253 億円

129 億円

121 126 125 

125 

121 
145 147 147 

155 億円

178 億円

174 181 184 

195 

225 
219 221 

156 
170 億円

158 億円

200 159 150 

156 

176 
174 

198 
251 

250 億円

1,586 億円

1,758 1,733 1,748 

1,889 

2,007 
2,039 

2,082 
2,049 

合計

2,096 億円

0

500

1,000
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2,000
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【一般会計 歳出決算額の推移（性質別）】
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人件費

物件費

普通建設
事業費

公債費

繰出金

その他

(補助費等
を含む)

（単位：億円）

“歳出”

扶助費

児童福祉や生活保護などの社会保障経費の増加により、扶助費が大幅に増加
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【参考②】財政状況（歳入）

929 億円 928 931 946 963 975 981 990 1,002 1,017 億円

146 億円

248 
185 163 

200 
229 262 270 227 210 億円

279 億円

288 
291 298 

322 
344 

346 332 363 392 億円69 億円

78 
83 80 

78 

107 
96 101 107 

117 億円

102 億円

147 
161 168 

225 

219 
239 263 212 

205 億円

124 億円

151 
148 141 

146 

173 
154 

172 
175 

189 億円

1,649 億円

1,840 
1,798 1,797 

1,934 

2,047 
2,079 

2,129 
2,085 

合計

2,131 億円

0

500

1,000

1,500

2,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

【一般会計 歳入決算額の推移】
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市税

使用料
及び

手数料等

国庫
支出金

県
支出金

市債

譲与税
・

交付金等

（単位：億円）

“歳入”

歳入の伸びに対して、自主財源である「市税」は横ばい
（依存財源である「国庫支出金」・「市債」などの歳入は大幅に増加）
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【参考③】財政状況（歳出・歳入の構成比比較）

19

358 億円
(17.2％)

216 億円
(14.5％)

324 億円
(15.5％)

192 億円
(12.9％)

186 億円
(8.9％)

116 億円
(7.8％)

578 億円
(27.7％)

422 億円
(28.3％)

145 億円
(6.9％)

137 億円
(9.2％)

255 億円
(12.2％) 203 億円

(13.7％)

240 億円
(11.6％)

202 億円
(13.6％)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

船橋市 中核市平均

【中核市平均との比較（歳出）】
（単位：億円）

（令和元年度決算）
（普通会計ベース）

歳出

人件費

物件費

補助費等

扶助費

公債費

投資的
経費

その他

1,017 億円
(48.0％)

588 億円
(38.5％)

205 億円
(9.7％)

173 億円
(11.4％)

511 億円
(24.1％)

395 億円
(25.8％)

145 億円
(6.8％)

93 億円
(6.1％)

146 億円
(6.9％)

92 億円
(6.0％)

97 億円

(4.5％) 186 億円
(12.2％)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

船橋市 中核市平均

【中核市平均との比較（歳入）】
（単位：億円）

（令和元年度決算）
（普通会計ベース）

歳入

地方税

使用料・
手数料・
諸収入等

国庫
支出金等

地方債
（臨財債
を除く）

地方
贈与税等

地方
交付税
（臨財債
を含む）

人
件
費
・
物
件
費
・
補
助
費
等
の

構
成
比
率
が
高
い

地
方
税
等
の
自
主
財
源
の

構
成
比
率
が
高
い
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【参考④】職員数・人件費の状況

4,383 人 4,418 4,458 4,536 4,620 4,695 4,822 4,913 4,938 
常勤

4,982 人

2,791 人 2,815 2,917 2,951 2,991 3,143 
3,391 3,505 3,718 

臨時・非常勤

3,761 人

360 億円 363 
350 

332 
344 350 356 358 358 

人件費

360 億円

0

50

100

150

200

250

300

350

0

3,000

6,000

9,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

【職員数・人件費の推移】

常勤 臨時・非常勤 人件費（一般会計ベース）

人件費を抑制するため、主に臨時・非常勤職員の増加により、多様化する行政ニーズに対応

（単位：億円）（単位：人）

103.7

(全国14位)

102.8

(全国27位)
102.2

(全国49位) 101.9

(全国63位)
101.2

(全国117位)

100.1

(全国236位)

100.2

(全国272位)

100.2

(全国246位)

100.3

(全国228位)
100.1

(全国221位)

99

100

101

102

103

104

105

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

【ラスパイレス指数】
※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料月額を100とした場合の地方公務員の給料水準を示す指数

（一般行政職について、学歴別・経験年数別に区分し、地方公共団体の職員構成が国の職員構成と同一として仮定して算出するもの）

千葉県内54市町村の中で31位
（県内平均：100.3）

【参考】

平成20年度：105.2（全国1位）
平成21年度：104.2（全国7位）
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【参考⑤】単独事業の状況

【補助費 単独で行う補助交付金（中核市比較（人口１人当たりの金額））】

合計（円）

1 豊田市 19,115

2 鳥取市 15,674

3 高崎市 15,297

4 久留米市 14,076

5 金沢市 12,868

6 前橋市 11,566

7 宮崎市 11,506

8 富山市 10,837

9 船橋市 9,686

10 長野市 9,029

… … …

… … …

… … …

60 那覇市 1,508

中核市平均 6,811

総務費（円）

1 水戸市 2,809

2 鳥取市 2,684

3 久留米市 2,488

4 高崎市 2,359

5 豊田市 2,101

6 岐阜市 2,048

7 高松市 1,939

8 長野市 1,799

9 前橋市 1,737

10 下関市 1,526

… … …

38 船橋市 548

… … …

60 大津市 98

中核市平均 912

民生費（円）

1 船橋市 7,416

2 豊中市 6,098

3 豊田市 5,733

4 八尾市 5,284

5 東大阪市 4,968

6 枚方市 4,306

7 久留米市 4,267

8 大津市 3,988

9 金沢市 3,805

10 寝屋川市 3,741

… … …

… … …

… … …

60 奈良市 311

中核市平均 2,446

衛生費（円）

1 豊田市 2,314

2 金沢市 1,979

3 福島市 1,297

4 高崎市 1,253

5 松山市 1,111

6 高槻市 1,028

7 川口市 967

8 宮崎市 936

9 八王子市 924

10 水戸市 877

… … …

38 船橋市 236

… … …

60 八尾市 14

中核市平均 499

商工費（円）

1 高崎市 5,121

2 宮崎市 4,279

3 鳥取市 4,190

4 長野市 3,230

5 豊田市 3,013

6 大分市 2,835

7 松江市 2,562

8 久留米市 2,425

9 倉敷市 2,380

10 秋田市 2,279

… … …

43 船橋市 602

… … …

60 豊中市 46

中核市平均 1,313

教育費（円）

1 豊田市 4,959

2 秋田市 3,686

3 鳥取市 3,650

4 金沢市 3,277

5 前橋市 2,833

6 富山市 2,790

7 岡崎市 2,200

8 久留米市 2,099

9 宮崎市 1,872

10 高崎市 1,700

… … …

27 船橋市 554

… … …

60 尼崎市 73

中核市平均 914

○ 人口１人当たりの金額を中核市で比較すると、全体で９位、“民生費”で１位。

事業名（民生費） 決算額（千円）

1 保育所運営費補助金 3,055,517

2 軽費老人ホームサービス提供費補助金 230,210

3 小規模保育事業費補助金 179,578

4 認定こども園運営費補助金 155,260

5 敬老行事交付金 146,198

… … …

総 額 4,767,890

（令和元年度決算）

“民生費”の内訳を確認すると、上位5事業の
決算額が総額の約8０％を占めている。

特に、保育関連費用（保育所運営費補助金・
小規模保育事業費補助金・認定こども園運営費
補助金）が多くの割合を占めており、待機児童
対策を重点的に行ってきた市の施策が色濃く反
映されている。
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②市税以外の債権の状況

【参考⑥】市税徴収率・市税以外の債権の状況

強制徴収公債権とは

個別の法令の根拠規定により、市が滞納債権について
地方税法の例による滞納処分（給与・預貯金・不動産等
の差押えや担保権の実行等）を行える債権。

①市税徴収率の状況

95.5％
96.2 96.6 96.9 97.3％

95

100

H27 H28 H29 H30 R1

【市税徴収率の推移】

市税徴収率（％）

（単位；％）

【市税徴収率の中核市比較（令和元年度決算）】

1 高槻市 99.4 （単位：％）

2 大分市 99.3

3 豊田市 99.2

4 枚方市 99.1

5 呉市 98.9

6 前橋市 98.8

7 八王子市 98.7

8 長野市 98.7

9 東大阪市 98.7

10 倉敷市 98.6

… …

29 船橋市 97.3

… …

60 青森市 94.2

中核市平均 97.4

【行革プラン】

「市税徴収率の目標を
対前年度プラス0.5％に
設定し、将来的には中核
市上位の徴収率である
99％以上を目指す」とし
ている。

42.7 億円

36.3 

32.3 

28.3 

26.0 億円

33.3 億円
33.7 34.0 

33.4 33.5 億円

25

27

29

31

33

35

37

39

41

43

45

H27 H28 H29 H30 R1

【収入未済額の推移（企業会計分を除く）】

市税 強制徴収公債権（企業会計分を除く）

【主な内訳（令和元年度）】

・国民健康保険料：約27.5億円
・生活保護法第78条徴収金等：約2.6億円
・介護保険料：約1.8億円
・後期高齢者医療保険料：約1億円 など

（単位：億円）
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【自治体におけるＤＸ推進の意義】※総務省「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」より抜粋

新型コロナウイルス対応において、地域・組織間で横断的にデータが十分に活用できないことなど様々
な課題が明らかとなったことから、こうしたデジタル化の遅れに対して迅速に対処するとともに、「新た
な日常」の原動力として、制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していく、言わば社会全体
のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）が求められている。こうした認識に基づき、…目指すべ
きデジタル社会のビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村の役割
は極めて重要であり、自治体のDXを推進する意義は大きい。

【各自治体の対応】

総務省が令和3年夏を目途に提示する「自治体ＤＸ推進手順書」に基づき、自治体ＤＸの推進を図る。

【参考⑦】自治体ＤＸの推進

23

※ ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること

【
国
の
動
き
】

デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（ＩＴ基本法の見直し・デジタル庁の設置など）

自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画 ※令和2年12月25日総務省策定

デジタル・ガバメント実行計画【改定版】（自治体ＤＸの推進など）

【自治体における重点取組事項】
①情報システムの標準化・共通化 ②マイナンバーカードの普及促進 ③行政手続のオンライン化
④AI・RPAの利用推進 ⑤テレワークの推進 ⑥セキュリティ対策の徹底

【自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき事項】
①地域社会のデジタル化
②デジタルデバイド（情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差）対策
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